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持続可能なインフラメンテナンスサイクル構築について

資料３－１

内閣府政策統括官(経済社会システム担当)

令和５年４月１９日



経済・財政一体改革推進委員会（R5.3.23）において示された検討課題
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経済・財政一体改革推進委員会（R5.3.23）において示された検討課題
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【参考】インフラ長寿命化に向けた計画の体系

（国⼟交通省より提供）



社会資本整備等

検討課題 持続可能なインフラメインテナンスサイクルの構築について

＜背景＞
⾼度経済成⻑期以降に整備された社会資本の⽼朽化が加速度的に進⾏してい
る⼀⽅で、市町村における技術系職員数や⼟⽊関係予算は減少傾向にあり、
今後も⼤幅な増加は⾒込み難い中でも、地域にとって重要なインフラは維持
管理し続けていくことが課題。（参考資料３−３）
＜ＷＧでの論点＞
体制（⼈⼿・予算）に課題を抱える地⽅⾃治体等において、予防保全型イン
フラメインテナンスを進め、持続可能なメインテナンスサイクルを構築する
ための⽅策（メインテナンスの優先順位付け、利⽤実態等を踏まえた基準に
基づく施設の集約・再編等を含む広域的・戦略的なマネジメントの推進）に
ついて議論する。
点検・診断などの業務へのドローン・ＡＩ等の導⼊について、先⾏事例の他
分野への横展開や、中⼩規模の⾃治体における導⼊促進に向けて、関連する
取組を報告の上、議論する。
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経済・財政一体改革推進委員会（R5.3.23）において示された検討課題



広域的・戦略的なインフラマネジメントに関する委員からの主な御意見
（経済・財政一体改革推進委員会・国と地方のシステムＷＧ、R4.4～）

 地域における複数の異なる種類のインフラを群として捉えて、複数種のインフラを横串
を刺して計画的に管理していくという予防保全の考え方をぜひ導入していくべき。

 個々の施策は適切なものと感じられるが、各地域が賢明な自己決定に基づいて公的ス
トックの適正化を進めることができるよう能力・資源面からの支援を行う点で共通して
いるように思われる。しかし問題は、そのような判断を怠り漫然と現状のストックを抱
え続ける地域があり得るということではないか。地方自治の本旨を踏まえれば、どのよ
うなストックの状況が適切かを国が一方的に判断・評価することは望ましくないと考え
るが、当事者において類似自治体や近隣との比較に基づいて実質的な判断を行なうこと
ができるよう、現状に関する情報を総合的に把握して提示する必要があるのではないか。

 広域インフラマネジメントの推進を群として捉えようとしていることが先駆的と思うが、
実質的に自治体・県と国の役割分担については柔軟な体制づくりで進めてもらいたい。
ＤＸで横展開が可能になっていることを踏まえれば、従前のような自治体を超えた提案
が可能となっていることから、広域的・戦略的なインフラマネジメント推進の狙いは、
横串のためのデータ基盤の共有化など、個別技術開発の一歩先を見据えた活動を進めて
もらいたい。

 デジタル田園都市の効果を可視化することが重要だが、都市規模によっては闇雲な合
併・統合のような形ではなく、枯れた技術の水平展開とデジタル化で横展開することで
財政効果を発揮できる可能性があるので、このあたりの対応についても考えてもらいた
い。広域化・統合化の副作用に配慮したＫＰＩの設定が必要。
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広域的・戦略的なインフラマネジメント（国土交通省の取組状況）

（国⼟交通省より提供）
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広域的・戦略的なインフラマネジメント（国土交通省の取組状況）

（国⼟交通省より提供）
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広域的・戦略的なインフラマネジメント（国土交通省の取組状況）

（国⼟交通省より提供）
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広域的・戦略的なインフラマネジメント（国土交通省の取組状況）

（国⼟交通省より提供）
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広域的・戦略的なインフラマネジメント（国土交通省の取組状況）

（国⼟交通省より提供）
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広域的・戦略的なインフラマネジメント（農林水産省の取組状況）

（第32回 国と地⽅のシステムＷＧ（R4.10.26）資料より抜粋）

○ ⼟地改良⻑期計画 ︓ ロボットやICT等も活⽤した施設の計画的かつ効率的な補修・更新等による戦略的な保全管理の徹底、
柔軟な⽔管理を可能とする整備等の推進 （令和３年３⽉閣議決定）

○ みどりの⾷料システム戦略 ︓ ⾷料システムを⽀える持続可能な農⼭漁村の創造
（令和３年５⽉みどりの⾷料システム戦略本部決定）

○ 全国森林計画 ︓ 適正な森林施業の実施や森林の保全の確保により健全な森林資源の維持造成を推進（令和３年６⽉閣議決定）
○ 森林整備保全事業計画 ︓ ⻑寿命化対策の推進（令和元年５⽉閣議決定）

○ 漁港漁場整備⻑期計画 ︓ 持続可能なインフラ管理の推進 （令和４年３⽉閣議決定）

○ ⼟地改良⻑期計画
農業者の⾼齢化・減少が進む中でも農業⽔利施

設の機能が安定的に発揮されるよう、施設の集約
や再編、統廃合等のストック適正化、柔軟な⽔管
理を可能とするICT を活⽤した整備を推進し、維
持管理費の節減を図っていく必要がある。

なお、施設の点検や機能診断等の更なる省⼒
化・⾼度化を図るため、ドローン等のロボットや
AI 等の利⽤及び状態監視技術に関する研究開発、
実証調査を引き続き推進していくことが重要であ
る。

○ みどりの⾷料システム戦略
環境との調和に配慮しつつ、省⼒化等による農

業の成⻑産業化を図る農業⽣産基盤整備、多様な
⼈が住み続けられる農村の進⾏を図る条件整備や
農業・農村の強靱化を図る防災・減災対策、農業
⽔利施設の省エネ化・再エネ利⽤の促進

○ 漁港漁場整備⻑期計画
⽼朽化が進み、更新や維持管理費⽤の増⼤が

懸念される漁港施設、漁業集落排⽔施設等につ
いて、機能保全計画に基づく予防保全型の⽼朽
化対策への転換と新技術の活⽤等による施設点
検や施⼯・維持管理の効率化・省⼒化等を進め、
施設の⻑寿命化とライフサイクルコストの縮減
を図り、将来にわたり必要な施設機能の確保と
持続可能な維持管理体制の構築を図る。

漁港・漁場の利⽤や施設の施⼯・維持管理に
当たっての効率化や省⼒化を図るとともに、資
源評価への活⽤や漁業の⽣産性向上にも寄与す
るＩＣＴの導⼊を推進する。

漁港・漁場の整備・管理の効率化・⾼度化を
図るためのＩＣＴやドローン・ロボット技術の
活⽤促進、漁港・漁場に関する施設情報のデジ
タル化・集約化を推進する。

○ 全国森林計画
既存施設の⻑寿命化対策の

推進を含めた総合的なコスト
縮減に努めるとともに、ICT
や新技術の施⼯現場への導⼊
を推進する。

衛星デジタル画像等を活⽤
し、保安林の現況や規制に関
する情報の総合的な管理を推
進する。

○ 森林整備保全事業計画
治⼭施設や林道等について、

それぞれの施設の特性等を踏
まえつつ、既存施設の機能強
化等を含め、計画的な維持管
理・更新等を図る⻑寿命化対
策を推進する。
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広域的・戦略的なインフラマネジメント（農林水産省の取組状況）

・人口減少や厳しい財政状況の中、市町村が農業集落排水施設の最適整備構想等を策定する際において、農業集
落排水施設の統廃合等の再編計画の検討を行う場合に活用するものとして、「農業集落排水施設再編計画作成の
手引き（案）」を作成。

《⼿引きの構成》
第１章 総論

１−１ 再編計画の⽬的
１−２ ⼿引きの適⽤範囲
１−３ 再編計画の検討⼿順
１−４ 再編計画の検討対象期間

第２章 再編計画の策定
２−１ 汚⽔処理の現状把握
２−２ 検討条件の設定
２−３ 再編検討範囲の概定
２−４ 施設統合の検討
２−５ 資源循環促進計画の⾒直し
２−６ 維持管理⼿法の検討

第３章 施設再編の実施に向けた財産の取扱い等
３−１ 再編⽅法に合わせた財産の取扱い
３−２ 財産処分の取扱い

参考資料
（参考１）農業集落排⽔施設の統廃合について
（参考２）再編計画参考例・記載例
（参考３）⻑期利⽤財産処分報告書の記載事例
（参考４）統合等の実施事例 （農業集落排⽔施設再編計画作成の⼿引き（案）（H28.8）より内閣府作成）
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広域的・戦略的なインフラマネジメント（環境省の取組状況）

（第32回 国と地⽅のシステムＷＧ（R4.10.26）資料より抜粋）



手引き・ガイドライン・事例集の記載事項（まとめ）
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分野 主な内容

道路※1

地⽅⾃治体における具体の取組事例・効果等を整理。
各段階（計画・調整、利⽤者・住⺠との合意形成、関係機関協議）における主な検討項⽬・留意事項を、

事例を交えつつ整理。
取組事例を分析し、どのような橋梁が集約・撤去の対象となっているか、どのような利⽤実態・周辺道

路状況の時にどのような事業内容を選択しているか、体系的に整理。

下⽔道※2
地⽅⾃治体における具体の取組事例・効果等を整理。
広域化・共同化の形態、検討主体、検討⼿順を、事例を交えつつ整理。
広域化・共同化を推進する「協議会制度」※3等の制度概要を整理。

都市公園※4 地⽅⾃治体における具体の取組事例・効果等を整理。
統廃合を⾏う場合の基本的な考え⽅・⼿法を整理。

農業集落
排⽔施設※5

地⽅⾃治体における具体の取組事例・効果等を整理。
再編計画の策定にあたっての検討⼿順・留意事項、再編の実施に向けた財産の取扱い等を整理。

上⽔道※6 地⽅⾃治体における具体の取組事例・効果等を整理。

学校※7 地⽅⾃治体における具体の取組事例・効果等を整理。

廃棄物
処理施設※8

地⽅⾃治体における具体の取組事例・効果等を整理。
広域化・集約化の全体の取組の流れ、広域化ブロック内における実現可能性調査にあたっての留意事項、

実際に取組を進める上での関係市町村間での検討・調整事項等を整理。
広域化・集約化を推進するための、都道府県、市町村、コンサルタントの役割を整理。

※1「道路橋の集約・撤去事例集」（R4.3 国⼟交通省 道路局） ※2「下⽔道事業における広域化・共同化の事例集」（R5.3 国⼟交通省 ⽔管理・国⼟保全局 下⽔道部）
※3 下⽔道法に基づくもの。地⽅⾃治法の協議会制度とは異なり、議会の⼿続き等が不要で、下⽔道管理者の他、国や都道府県、⽇本下⽔道事業団、下⽔道公社等の参画も可能。連携の⽅向性や役割分担について

具体的な⽅策を協議する場として活⽤できる簡便な制度。
※4「都市公園のストック効果向上に向けた⼿引き」（H28.5 国⼟交通省 都市局 公園緑地・景観課） ※5「農業集落排⽔施設再編計画作成の⼿引き」（H28.8 農林⽔産省 農村振興局 整備部 地域整備課）
※6「⽔道事業の統合と施設の再構築、⽔道基盤強化に向けた優良事例等調査」（R3.3 厚⽣労働省 医薬・⽣活衛⽣局 ⽔道課） ※7「学校施設の集約化・共同利⽤に関する取り組み事例集」（R2.3 ⽂部科学省）
※8「広域化・集約化に係る⼿引き」（R2.6 環境省 環境再⽣・資源循環局 廃棄物適正処理推進課）

（注）本表は各分野の手引き・ガイドライン・事例集の一部をまとめたものである



【参考】富山市の取組事例

16（富⼭市橋梁マネジメント修繕計画より抜粋）

・富山市では、持続可能性の高い橋梁マネジメントを目指し、道路や橋の位置づけや役割などの「社会的性質」、
健全性や構造などの「技術的性質」を総合的に評価し、対策と優先順位を判断。



【参考】富山市の取組事例

17（富⼭市橋梁マネジメント修繕計画より抜粋）
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点検・診断等へのドローン・ＡＩ等の導入促進

【R4.11.22_経済財政諮問会議】

《資料（官民連携による国内投資の拡大に向けて～成長のための投資と改革～）抜粋》

・・・ドローンやＡＩ等を用いたインフラ維持管理手法を早期に展開するため、自治体側のニーズ
をくみ取った横展開を行うべき。

《民間議員の意見》

・・・減災、予防保全については、ドローンやデータなどの技術の活用が大変重要。こういった分
野には、地域も含め新たな雇用が生まれてくる。

各省庁における主な取組状況は、以下のとおり。

・維持管理における新技術導入の手引き等の作成 《国土交通省ほか》
→維持管理業務に新技術を導入する際の手順、検討事項・留意事項・先進事例等を整理。

・新技術利用のガイドラインの作成 《国土交通省（道路分野）》
→道路の定期点検業務の中で受発注者が確認するプロセスを整理。

・点検技術カタログの作成 《国土交通省》
→道路、河川・ダム、港湾等における点検の効率化・高度化を推進するため、点検に活用可能な技術を整理。

等
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【参考】点検・診断等へのドローン・ＡＩ等の導入促進（国土交通省の取組状況）

（第９回ＥＢＰＭアドバイザリーボード（R5.4.17）資料より抜粋）
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【参考】点検・診断等へのドローン・ＡＩ等の導入促進（国土交通省の取組状況）

（国⼟交通省HP（https://www.mlit.go.jp/road/tech/index.html）より）
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【参考】点検・診断等へのドローン・ＡＩ等の導入促進（農林水産省の取組状況）

（第６回ＥＢＰＭアドバイザリーボード（R4.4.11）資料より抜粋）
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【参考】点検・診断等へのドローン・ＡＩ等の導入促進（農林水産省の取組状況）

（農林⽔産省より提供）
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【参考】点検・診断等へのドローン・ＡＩ等の導入促進（厚生労働省の取組状況）

（第９回ＥＢＰＭアドバイザリーボード（R5.4.17）資料より抜粋）


